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はじめに 

ISSBは何を提案しているのか 

IN1 国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）は、IFRS S2 号「気候関連開示」に対する的を絞った

修正を提案している。特定の温室効果ガス排出の開示要求に対する追加的な救済措置を提供する

とともに、既存の救済措置を明確化するためである。 

IN2 具体的には、ISSBは、次に関連する IFRS S2号の要求事項の修正を提案している。 

(a) 「スコープ 3」「カテゴリー15」の温室効果ガス排出で、デリバティブに関連するもの、投資

銀行に関連する特定の金融活動に関連するもの（ファシリテーションに係る排出）並びに保険

及び再保険引受に関連するもの（保険に関連する排出）の測定及び開示 

(b) ファイナンスド・エミッションに関する情報の開示に関連する特定の要求事項の適用における

「世界産業分類基準」の使用 

(c) 「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004 年）」以外の温室効果ガス排出の測

定方法の使用（法域の当局又は企業が上場する取引所が、企業の一部について異なる測定方法

の使用を要求している場合） 

(d) 報告日時点で利用可能な最新の「気候変動に関する政府間パネル」の評価における 100年の時

間軸に基づく地球温暖化係数（GWP: Global Warming Potential）の数値以外の GWPの数値

の使用（法域の当局又は企業が上場する取引所が、異なる GWP の数値の使用を要求している

場合） 

ISSBが本公開草案を公表している理由 

IN3 IFRS S1号「サステナビリティ関連財務情報の開示に関する全般的要求事項」及び IFRS S2 号の

適用を支援することは、ISSB の作業計画における最上位の優先事項である1。ISSB は、これらの

基準の導入（implementation）を支援するためのさまざまな活動に取り組んでおり、それらには

教育的資料の開発及びキャパシティビルディングの取組みへの支援などがある2。また、適用に関

する利害関係者の質問について公開で議論するために、「IFRS S1号及び IFRS S2号に関する移行

支援グループ」（TIG: Transition Implementation Group）も設置した3。 

IN4 ISSB は、TIG に提出された利害関係者の質問及び ISSB のその他の対話活動（「IFRS サステナビ

リティ開示基準」を採用又はその他の方法で使用するための法域別のプロセスの一部としての各

法域との対話を含む。）を通じて識別された適用上の課題を検討した。スタッフは、IFRS S2 号の

導入フェーズにおいて識別された具体的な適用上の課題について、これらの課題がさらなる対応

を要するかどうかを検討するよう ISSB に照会した。ISSB に照会された課題は、ISSB が IFRS 

S2号の公開草案の再審議において過去に検討していなかった追加的な情報を提供した。 

IN5 これらの適用上の課題に対応して、ISSBは、IFRS S2号の的を絞った修正を提案することを決定

した。ISSB は、これらの修正は、当該基準の具体的な要求事項の適用に関連した複雑性、報告の

潜在的な重複のリスク及び関連するコストを低減させることによって、IFRS S2 号を適用する企

業を支援すると見込んでいる。これらの修正は、一般目的財務報告書の利用者に提供されるサス

 
1 「アジェンダの優先度に関する協議についてのフィードバック・ステートメント」は 

https://www.ifrs.org/content/dam/ifrs/project/issb-consultation-on-agenda-priorities/agenda-consultation-feedback-

statement-june-2024.pdfにある。 
2  IFRS S1号及び IFRS S2号の適用を支援するために公表された教育的資料は 

https://www.ifrs.org/supporting-implementation/supporting-materials-for-ifrs-sustainability-disclosure-standards/にあ

る。 
3  「IFRS S1号及び IFRS S2号に関する移行支援グループ」の会議は、公開でウェブキャスト放送される。すべての会議の

録画、アジェンダ・ペーパー及び会議の要約は、https://www.ifrs.org/groups/tig-ifrs-s1-and-ifrs-s2/#meetingsにある。 

file:///C:/Users/LloydSue/AppData/Local/Microsoft/Windows/INetCache/Content.Outlook/W9AZU9X3/h
https://www.ifrs.org/content/dam/ifrs/project/issb-consultation-on-agenda-priorities/agenda-consultation-feedback-statement-june-2024.pdf
https://www.ifrs.org/content/dam/ifrs/project/issb-consultation-on-agenda-priorities/agenda-consultation-feedback-statement-june-2024.pdf
https://www.ifrs.org/supporting-implementation/supporting-materials-for-ifrs-sustainability-disclosure-standards/
https://www.ifrs.org/groups/tig-ifrs-s1-and-ifrs-s2/#meetings
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テナビリティ関連財務情報の有用性を著しく（significantly）低下させるものではないと見込まれ

る。 

IN6 修正を提案することを決定するにあたり、ISSBは、これらの修正は IFRS S2号における特定の温

室効果ガス排出の開示要求に対する追加的な救済措置を提供するとともに、既存の救済措置を明

確化するものとなることに留意した。また、ISSB は、これらの修正を行うことにより、当該基準

の導入（implementation）に対する混乱のリスクは、重大で（significant）はないであろうこと

にも留意した。すべての修正案が、次のように設計されている選択的な救済措置に関連するもの

である又はそれらを提供するものであるからである。 

(a) 企業は、これらの救済措置を適用するかどうかを、「IFRSサステナビリティ開示基準」への準

拠に影響を与えずに（without affecting）選択することができる。 

(b) 各法域は、これらの救済措置を自らの法域における企業が利用できるようにするかどうかを、

「IFRS サステナビリティ開示基準」への各法域の整合性の程度に影響を与えずに（without 

affecting）選択することができる。 

誰が修正案の影響を受ける（affected）のか 

IN7 温室効果ガス排出の開示は、一般目的財務報告書の利用者に、気候関連のリスク及び機会に対す

る企業のエクスポージャーを評価するのに役立てるための情報を提供する。修正案は、温室効果

ガス排出の開示要求の諸側面に関連するものであり、IFRS S2 号を適用する企業に対して幅広く

適用されることが見込まれる。一部の企業は他の企業よりも修正案の影響を受ける（affected）可

能性が高い。特に、次のとおりである。 

(a) 金融セクターの企業は、他の企業よりも、「スコープ 3」「カテゴリー15」の温室効果ガス排出

の開示要求に関連する修正案の影響を受ける（affected）可能性が高い。 

(b) 特定の GWP の数値又は特定の温室効果ガス排出の測定方法の使用に関する法域別の要求事項

の対象となっている企業は、他の企業よりも、法域別の救済措置に関する修正案の影響を受け

る（affected）可能性が高い。 

修正案はいつ発効するか 

IN8 修正案は、企業が IFRS S2 号を適用することをより容易にし、当該基準の導入の過程にある企業

を支援するものとなる。ISSB は、これらの修正で提案している追加的な救済措置及び既存の救済

措置の明確化をできるだけ早く企業が利用できるようにすることを提案している。このため、

ISSB は、これらの修正ができるだけ早く発効するように発効日を設定し、早期適用を認めること

を提案している。 

次のステップ 

IN9 ISSB は、本公開草案に対して受け取るフィードバックの分析及び検討を行い、進め方を決定する

予定である。ISSB は、利害関係者からのフィードバックに基づいて 2025 年後半に本公開草案に

おける修正案を再審議するつもりであり、修正を迅速に公表することを目指す予定である。 
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コメント募集 

ISSB は、本公開草案における提案に対するコメントを、特に以下に示す質問に関して募集している。コメ

ントは、次のようなものである場合に最も有用である。 

(a) 記載された質問に回答している。 

(b) 関連する公開草案における具体的な項を示している。 

(c) 明確な論拠を含んでいる。 

(d)  提案の文言のうち不明確であるか、翻訳が困難となるであろう文言を識別している。 

(e)  該当がある場合には、ISSBが検討すべき代替的アプローチを含んでいる。 

コメント提出者への質問 

質問 1―「スコープ 3」「カテゴリー15」の温室効果ガス排出の測定及び開示 

ISSBは、企業が「スコープ 3」「カテゴリー15」の温室効果ガス排出の開示を限定することを認めること

を提案している。この限定は、企業が IFRS S2号の第 29項(a)(i)(3)に従って「スコープ 3」の温室効果ガ

ス排出を測定し開示するにあたり、「スコープ 3」「カテゴリー15」の温室効果ガス排出の一部（デリバテ

ィブに関連する排出、ファシリテーションに係る排出及び保険に関連する排出を含む。）を除外すること

を認めることになる。 

(a) ISSB は、第 29A 項(a)を追加することを提案している。これは、企業が「スコープ 3」「カテゴリー

15」の温室効果ガス排出の開示を、IFRS S2号において定義されているファイナンスド・エミッショ

ン（企業が投資先又は相手方に対して行った融資及び投資に帰属する排出）に限定することを認める

ことになる。この限定の目的上、提案している第 29A 項(a)は、企業がデリバティブに関連する温室

効果ガス排出を除外することを明示的に認めることになる。したがって、この項は、企業がデリバテ

ィブに関連する排出、ファシリテーションに係る排出又は保険に関連する排出を「スコープ 3」の温

室効果ガス排出の開示から除外することを認めることになる。 

修正案は、企業がそうすることを選択する場合には、企業がデリバティブに関連する温室効果ガス排

出、ファシリテーションに係る排出又は保険に関連する排出を開示することを妨げない。 

結論の根拠の BC7項から BC24項は、開示要求案の理由を記述している。 

開示要求案に同意するか。賛成又は反対の理由は何か。 

(b) また、ISSB は、第 29A 項(b)を追加することも提案しており、これは提案している第 29A 項(a)に従

って「スコープ 3」「カテゴリー15」の温室効果ガス排出の開示を限定する企業に対し、除外されて

いる企業の「スコープ 3」「カテゴリー15」の温室効果ガス排出に関連するデリバティブ及び金融活

動の規模を一般目的財務報告書の利用者が理解できるようにする情報を提供することを要求してい

る。したがって、ISSBは、次を追加することを提案している。 

• 第 29A 項(b)(i)―デリバティブを「スコープ 3」「カテゴリー15」の温室効果ガス排出の測定及び

開示から除外した企業に対し、除外したデリバティブの数値（amount）を開示することを要求

する。 

• 第 29A項(b)(ii)―他の金融活動を「スコープ 3」「カテゴリー15」の温室効果ガス排出の測定及び

開示から除外した企業に対し、除外した他の金融活動の数値（amount）を開示することを要求

する。 

「デリバティブ」という用語は「IFRSサステナビリティ開示基準」では定義されておらず、ISSBは

この用語を定義することを提案していない。その結果、企業は、提案している第 29A 項(a)に従って

「スコープ 3」「カテゴリー15」の温室効果ガス排出の開示を限定する目的上、何をデリバティブと
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して扱うのかを決定するために判断を適用することが要求される。提案している第 29A 項(b)(i)は、

「スコープ 3」「カテゴリー15」の温室効果ガス排出の測定及び開示からデリバティブを除外した企

業に対し、除外したデリバティブを説明することを要求することになる。 

結論の根拠の BC7項から BC24項は、修正案の理由を記述している。 

修正案に同意するか。賛成又は反対の理由は何か。 

 

質問 2―ファイナンスド・エミッションに関連する特定の要求事項の適用における「世界産業分類基準」

の使用 

IFRS S2号の第 29項(a)(vi)(2)及びB62項からB63項は、商業銀行又は保険の活動を有する企業に対し、

ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報を開示することを要求している。これらの企業

は、IFRS S2号のB62項(a)(i)及びB63項(a)(i)に従ってファイナンスド・エミッションの情報を分解する

にあたり、相手方を分類するために「世界産業分類基準」（GICS）を用いることが要求される。 

(a) ISSB は、IFRS S2 号の B62 項(a)(i)及び B63 項(a)(i)の要求事項を修正し、B62A 項から B62B 項及

び B63A 項から B63B 項を追加し、一部の状況において GICSの使用についての救済措置を企業に提

供することを提案している。この提案では、企業は IFRS S2 号の B62 項(a)から B62 項(b)及び B63

項(a)から B63 項(b)に従って開示されるファイナンスド・エミッションの情報を分解するにあたり、

一部の状況において代替的な産業分類システムを用いることができる。 

結論の根拠の BC25項から BC38項は、修正案の理由を記述している。 

修正案に同意するか。賛成又は反対の理由は何か。 

(b) また、ISSBは、B62C項及びB63C項を追加して、企業がファイナンスド・エミッションの情報を分

解するために用いた産業分類システムを開示すること、及び企業が GICS を用いない場合には、産業

分類システムの選択の根拠を説明することを要求することも提案している。 

結論の根拠の BC25項から BC38項は、開示要求案の理由を記述している。 

開示要求案に同意するか。賛成又は反対の理由は何か。 

 

質問 3―「GHGプロトコルのコーポレート基準」の使用に対する法域別の救済措置 

ISSBは、IFRS S2号の第 29項(a)(ii)及びB24項を修正し、企業が法域の当局又は企業が上場する取引所

によって、企業の一部について、温室効果ガス排出を測定するために「温室効果ガスプロトコルの企業

算定及び報告基準（2004年）」以外の方法を用いることが要求されている場合に利用可能な法域別の救済

措置の範囲を明確化することを提案している。この修正は、そのような法域又は取引所の要求事項が企

業の全部又は一部に適用される場合に、その要求事項が適用される限りにおいて、企業が温室効果ガス

排出の測定について異なる方法を用いることを認めている救済措置について、企業の関連する部分につ

いて利用可能である旨を明確化することになる。 

結論の根拠の BC39項から BC43項は、修正案の理由を記述している。 

修正案に同意するか。賛成又は反対の理由は何か。 

 

質問 4―地球温暖化係数の数値についての法域別の救済措置の適用可能性 

ISSB は、IFRS S2 号の B21 項から B22 項を修正して、当該基準における法域別の救済措置を拡張する

ことを提案している。ISSB は、企業の全部又は一部が、法域の当局又は企業が上場する取引所によっ

て、IFRS S2号の B21項から B22項で要求されている地球温暖化係数（GWP）の数値以外の GWPの数

値を用いることを要求されている場合に、企業は、その要求事項が適用される限りにおいて、企業の関

連する部分について、そのような法域の当局又は取引所によって要求されている GWP の数値を用いるこ
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とを認めることを提案している。 

結論の根拠の BC44項から BC49項は、修正案の理由を記述している。 

修正案に同意するか。賛成又は反対の理由は何か。 

 

質問 5―発効日 

ISSBは、これらの修正の発効日を定めるC1A項からC1B項を追加することを提案している。ISSBは、

これらの修正は、企業が IFRS S2 号を適用することをより容易にし、当該基準の適用において企業を支

援することになると見込んでいる。したがって、ISSB は、これらの修正ができるだけ早く発効するよう

に発効日を設定し、早期適用を認めることを提案している。 

結論の根拠の BC50項から BC51項は、提案の理由を記述している。 

これらの修正の発効日を設定すること及び早期適用を容認することに関するアプローチ案に同意する

か。賛成又は反対の理由は何か。 

 

質問 6―その他のコメント 

本公開草案で示している提案に対して他に何かコメントがあるか。 
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期 限 

ISSBは、2025年 6月 27日までに受け取ったすべてのコメントを考慮する。 

コメントの方法 

ISSBは、コメントをオンラインのアンケートを用いて電子的に提出することを推奨している。 

 アンケート https://www.ifrs.org/projects/open-for-comment/ 

あるいは、ISSBは電子的に提出されたコメントレターを受け付ける。 

オンライン https://www.ifrs.org/projects/open-for-comment/ 

電子メール commentletters@ifrs.org 

回答者が秘密扱いを求めて我々がそれを認める場合を除き、コメントは公開の記録とされ、我々のウェブ

サイトに掲載される。通常、そのような要求を認めるのは、例えば、商業的な機密事項のような正当な理

由で裏付けられている場合のみである。この方針及び回答者の個人データを我々がどのように使用するの

かの詳細については、我々のウェブサイトを参照されたい。秘密扱いを希望する場合には、アンケートの

回答又はレターを提出する前に commentletters@ifrs.orgまで連絡されたい。 

  

https://www.ifrs.org/projects/open-for-comment/
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IFRS S2号「気候関連開示」の修正［案］ 

第 29 項(a)(ii)及び第 29 項(a)(vi)(2)を修正し、第 29A 項を追加する。新規の文言に下線、削除する文言に取消

線を付している。修正していないが参照の便宜のために含めているサブ・パラグラフは、灰色で示している。 

 

コア・コンテンツ 

… 

指標及び目標（targets） 

… 

気候関連の指標 

29  企業は、産業横断的指標カテゴリーに関連する次の情報を開示しなければならない。 

(a) 温室効果ガス ― 企業は、次のことを行わなければならない。 

(i) CO2相当のメートル・トンで表される、報告期間中に企業が生成した温室効果ガス排出

の絶対総量（absolute gross）を開示する（B19項からB22項参照）。これは、次のように

分類する。 

… 

(3) 「スコープ3」の温室効果ガス排出 

(ii) 「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004年）」に従って企業の温室効果

ガス排出を測定する。ただし、法域の当局又は企業が上場する取引所が、企業の温室効

果ガス排出を測定するうえで異なる方法を用いることを企業の全部又は一部に対して要

求している場合を除く（B23項からB25項参照）。 

… 

(vi) 第29項(a)(i)(3)に従って開示される「スコープ3」の温室効果ガス排出については、B32

項からB57項を参照し、次の事項を開示する。 

(1) 「温室効果ガスプロトコルのコーポレート・バリュー・チェーン（スコープ3）基準

（2011年）」に記述されている「スコープ3」カテゴリーに従い、企業の「スコープ3」

の温室効果ガス排出の測定値（measure）に含めたカテゴリー 

(2) 企業の活動が資産運用、商業銀行又は保険を含む場合、企業のファイナンスド・エ

ミッション（「カテゴリー15」の温室効果ガス排出の一部である。）又は企業の投資

に関連する排出（ファイナンスド・エミッション）に関する追加的な情報（B58項か

らB63項参照） 

… 

29A  第 29項(a)(i)(3)の要求事項を満たすための開示を作成するにあたり、次のとおりとする。 

(a) 企業は、「スコープ 3」「カテゴリー15」の温室効果ガス排出についての企業の測定値に含める

内容をファイナンスド・エミッション（すなわち、企業が投資先又は相手方に対して行った

融資及び投資に帰属する温室効果ガス排出）に限定することができる。「融資及び投資」とい

う用語には、融資、プロジェクト・ファイナンス、債券、株式投資及び未実行のローン・コ

ミットメントが含まれる。資産運用活動に参加する企業については、ファイナンスド・エミ
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ッションには運用資産残高に帰属する温室効果ガス排出が含まれる。この限定の目的上、企

業は、デリバティブに関連する温室効果ガス排出を除外することが容認される。 

(b) 企業は、第 29A項(a)に従って除外した企業の「スコープ 3」「カテゴリー15」の温室効果ガス

排出に関連するデリバティブ及び金融活動の規模を一般目的財務報告書の利用者が理解でき

るようにする情報を開示しなければならない。具体的には、企業は、次の事項を開示しなけ

ればならない。 

(i) 除外したデリバティブの数値（amount）及び「スコープ3」「カテゴリー15」の温室効果

ガス排出の開示を限定する目的で何をデリバティブとして扱うかの説明 

(ii)  除外した他の金融活動の数値（amount） 
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付録B 

適用ガイダンス 

B21 項及び B22 項を修正する。新規の文言に下線、削除する文言に取消線を付している。修正していないが

参照の便宜のために含めている項は、灰色で示している。 

 

温室効果ガス（第29項(a)） 

温室効果ガス排出 

… 

地球温暖化係数の数値を用いたCO2相当の温室効果ガスの集約 

B20 第29項(a)は、企業が、CO2相当のメートル・トンで表される、報告期間中に企業が生成した温室

効果ガス排出の絶対総量（absolute gross）を開示することを要求している。企業は、当該要求事

項を満たすために、7種類の温室効果ガスをCO2相当量に集約しなければならない。 

B21 企業が企業自身の温室効果ガス排出を測定するために直接測定を用いる場合、報告日時点で利用

可能な最新の「気候変動に関する政府間パネル」の評価における、100年の時間軸に基づく地球温

暖化係数の数値を用いて、7種類の温室効果ガスをCO2相当量に変換することが要求される。その

ような地球温暖化係数の数値を用いるという要求事項は、法域の当局又は企業が上場する取引所

によって、企業の全部又は一部について、7種類の温室効果ガスをCO2相当量に変換するうえで異

なる地球温暖化係数の数値を用いることが要求されない限り、適用される。例外に該当する場合、

企業は、そのような法域の当局又は取引所が、企業の当該部分に対して適用することを要求して

いる地球温暖化係数の数値を、その要求事項が企業のその部分に適用される限りにおいて、代わ

りに用いることが容認される。 

B22 企業が企業自身の温室効果ガス排出を見積るために排出係数を用いる場合、企業は、企業自身の

温室効果ガス排出を測定する基礎として、企業の活動を最も表現する排出係数を使用しなければ

ならない（B29項参照）。これらの排出係数により、構成するガスが既にCO2相当量に変換されて

いる場合、企業は、報告日時点で利用可能な最新の「気候変動に関する政府間パネル」の評価に

おける、100年の時間軸に基づく地球温暖化係数の数値を使用して、排出係数を再計算することは

要求されない。しかし、企業がCO2相当量に変換されていない排出係数を用いる場合、企業は、

報告日時点で利用可能な最新の「気候変動に関する政府間パネル」の評価における、100年の時間

軸に基づく地球温暖化係数の数値を使用しなければならない。そのような地球温暖化係数の数値

を用いるという要求事項は、法域の当局又は企業が上場する取引所によって、企業の全部又は一

部について、7種類の温室効果ガスをCO2相当量に変換するうえで異なる地球温暖化係数の数値を

用いることが要求されない限り、適用される。例外に該当する場合、企業は、そのような法域の

当局又は取引所が、企業の当該部分に対して適用することを要求している地球温暖化係数の数値

を、その要求事項が企業のその部分に適用される限りにおいて、代わりに用いることが容認され

る。 

 

B24項及びB28項を修正する。新規の文言に下線、削除する文言に取消線を付している。修正していないが参

照の便宜のために含めている項は、灰色で示している。 
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温室効果ガスプロトコル 

B23 第29項(a)(ii)は、企業に対し、「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004年）」に従

って測定した、企業自身の温室効果ガス排出を開示することを要求している。誤解を避けるため

に記すと、企業は、本基準の要求事項に反しない範囲においてのみ、「温室効果ガスプロトコルの

企業算定及び報告基準（2004年）」における要求事項を適用しなければならない。例えば、「温室

効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004年）」において、企業は企業自身の「スコープ

3」の温室効果ガス排出を開示することは要求されないものの、第29項(a)に従い、企業は「スコ

ープ3」の温室効果ガス排出を開示することが要求される。 

B24 企業は、法域の当局又は企業が上場する取引所が、企業の全部又は一部について、企業の温室効

果ガス排出を測定するうえで異なる方法を用いることを要求していない限り、「温室効果ガスプロ

トコルの企業算定及び報告基準（2004年）」を用いることが要求される。企業が、その全部又は一

部について、法域の当局又は当該企業が上場している取引所によって企業自身の温室効果ガス排

出を測定するために異なる方法を用いることが要求される場合、そのような当該法域又は取引所

の要求事項が企業のその部分に適用される限りにおいて、企業は、「温室効果ガスプロトコルの企

業算定及び報告基準（2004年）」を用いるのではなく、当該この異なる方法をその要求事項が適用

される企業の当該部分に用いることが容認される。 

… 

測定アプローチ、インプット及び仮定 

… 

他の方法及び測定アプローチ 

B28 企業が第29項(a)(ii)、B24項からB25項又はC4項(a)を適用して、別の方法に従って測定した企業自

身の温室効果ガス排出を開示する場合、企業は、代替的な方法のそれぞれについて次の事項を開

示しなければならない。 

(a) 企業が、企業自身の温室効果ガス排出を決定するために使用する、適用される方法及び測定

アプローチ 

(b) 方法及び測定アプローチを企業が選択した理由及びそのアプローチがどのように第27項の開

示目的と関連しているか 

B59項、B62 項(a)及び B63項(a)を修正する。B62A 項から B62C項及び B63A 項から B63C項を追加する。

B62項(a)(ii)及び B63項(a)(ii)は修正せず、それぞれ B62A項(b)及び B63A項(b)として番号及び位置を変更す

る。新規の文言に下線、削除する文言に取消線を付している。修正していないが参照の便宜のために含めて

いる項は、灰色で示している。 

 

「スコープ3」の温室効果ガス排出 

… 

ファイナンスド・エミッション 

… 

B59 第29項(a)(i)(3)は、企業に対し、上流及び下流の排出を含め、報告期間中に企業が生成した「スコ

ープ3」の温室効果ガス排出の絶対総量（absolute gross）を開示することを要求している。次の

金融活動の1つ以上に参加する企業は、ファイナンスド・エミッション（「カテゴリー15」の温室

効果ガス排出の一部である。）又は「ファイナンスド・エミッション」としても知られる企業の投
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資に関連するそれらの排出についての追加的で具体的な情報を開示することが要求される。 

(a) 資産運用（B61項参照） 

(b) 商業銀行（B62項参照） 

(c) 保険（B63項参照） 

… 

商業銀行 

B62 商業銀行活動に参加する企業は、次の事項を開示しなければならない。 

(a) 各産業について、資産クラス別に、「スコープ1」、「スコープ2」及び「スコープ3」の温室効

果ガス排出に分解された、企業自身のファイナンスド・エミッションの絶対総量（absolute 

gross）。ただし、次のとおりとする。 

(i)  ［削 除］産業 ― 企業は、報告日時点で入手可能な最新版の分類システムを反映した、

「世界産業分類基準」（GICS）の6桁の産業レベルのコードを相手方の分類に使用しなけ

ればならない。 

(ii) ［削 除］資産クラス ― 開示には、融資、プロジェクト・ファイナンス、債券、株式投

資及び未実行のローン・コミットメントを含めなければならない。企業が、その他の資

産クラスについてファイナンスド・エミッションを計算しこれを開示する場合、それら

の追加の資産クラスを含めることが、一般目的財務報告書の利用者に、関連する情報を

提供する理由についての説明を含めなければならない。 

(b) 企業の財務諸表の表示通貨で表される、資産クラス別のそれぞれの産業へのグロス・エクス

ポージャー。ただし、次のとおりとする。 

(i) 資金提供された金額 — 「IFRS会計基準」又はその他の会計基準に準拠して作成されたか

にかかわらず、グロス・エクスポージャーは、資金提供された帳簿価額（該当する場合

は、貸倒引当金を控除する前の金額）として計算しなければならない。 

(ii) 未実行のローン・コミットメント — 企業は、実行済みのローン・コミットメントと区別

して、コミットメントの総額を開示しなければならない。 

… 

B62A B62項(a)からB62項(b)に従って開示される情報について、次のように分解しなければならない。 

(a) 産業 ― 企業は、B62B項に従い、産業分類システムを用いて相手方を分類しなければならな

い。 

(b) 資産クラス ― 開示には、融資、プロジェクト・ファイナンス、債券、株式投資及び未実行の

ローン・コミットメントを含めなければならない。企業が、その他の資産クラスについてフ

ァイナンスド・エミッションを計算しこれを開示する場合、それらの追加の資産クラスを含

めることが、一般目的財務報告書の利用者に、関連する情報を提供する理由についての説明

を含めなければならない。 

B62B 産業別に分解するにあたり、企業は、以下の順序で、次の産業分類システムのうちの1つを用いて

相手方を分類しなければならない。 

(a) 報告日時点で入手可能な最新版の分類システムを反映した「世界産業分類基準」（GICS）の6

桁の産業レベルのコード（企業が、報告日時点で、融資又は投資の活動を分類するために企

業のいずれかの部分においてGICSを用いている場合） 
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(b) 企業の全部又は一部について法域又は取引所の要求事項を満たすために気候関連財務情報の

報告について用いる産業分類システム（(a)が適用されず、企業の全部又は企業のいずれかの

部分が、法域の当局又は企業が上場する取引所によって、報告日時点で、融資又は投資の活

動を分類するために当該産業分類システムを用いることを要求されている場合）。企業が複数

の法域又は取引所の要求事項の対象となっていて、そのような目的で複数の産業分類システ

ムを用いている場合には、企業は用いる１つの分類システムを選択しなければならない。 

(c) 企業の全部又は一部について法域又は取引所の要求事項を満たすために財務報告目的で用い

る産業分類システム（(a)から(b)が適用されず、企業の全部又は企業のいずれかの部分が、法

域の当局又は企業が上場する取引所によって、報告日時点で、融資又は投資の活動を分類す

るために当該産業分類システムを用いることを要求されている場合）。企業が複数の法域又は

取引所の要求事項の対象となっていて、そのような目的で複数の産業分類システムを用いて

いる場合には、企業は用いる１つの分類システムを選択しなければならない。 

(d) 企業が一般目的財務報告書の利用者にとって有用な情報をもたらす方法で相手方を産業別に

分類できるようにする産業分類システム（(a)から(c)が適用されない場合） 

B62C 企業はファイナンスド・エミッションの情報を分解するために用いている産業分類システムを開

示しなければならない。企業がこの目的でGICSを用いていない場合、企業は、産業分類システム

の選択の根拠を説明しなければならない。 

保険 

B63 保険産業に関連する金融活動に参加する企業は、次の事項を開示しなければならない。 

(a) 各産業について、資産クラス別に「スコープ1」、「スコープ2」及び「スコープ3」の温室効果

ガス排出に分解された、企業自身のファイナンスド・エミッションの絶対総量（absolute 

gross）。ただし、次のとおりとする。 

(i)  ［削 除］産業 ― 企業は、報告日時点で入手可能な最新版の分類システムを反映した、

「世界産業分類基準（GICS）」の6桁の産業レベルのコードを相手方の分類に使用しなけ

ればならない。 

(ii) ［削 除］資産クラス ― 開示には、融資、債券及び株式投資並びに未実行のローン・コ

ミットメントを含めなければならない。企業が、その他の資産クラスについてファイナ

ンスド・エミッションを計算しこれを開示する場合、それらの追加の資産クラスを含め

ることが、一般目的財務報告書の利用者に、関連性する情報を提供する理由についての

説明を含めなければならない。 

(b) 企業の財務諸表の表示通貨で表される、資産クラス別のそれぞれの産業へのグロス・エクス

ポージャー。ただし、次のとおりとする。 

(i) 資金提供された金額 — 「IFRS会計基準」又はその他の会計基準に準拠して作成されたか

にかかわらず、グロス・エクスポージャーは、資金提供された帳簿価額（該当する場合

は、貸倒引当金を控除する前の金額）として計算しなければならない。 

(ii) 未実行のローン・コミットメント — 企業は、実行済みのローン・コミットメントと区別

して、コミットメントの総額を開示しなければならない。 

… 

B63A  B63項(a)からB63項(b)に従って開示される情報について、次のように分解しなければならない。 

(a) 産業 ― 企業は、B63B項に従い、産業分類システムを用いて相手方を分類しなければならな

い。 

(b) 資産クラス ― 開示には、融資、債券、株式投資及び未実行のローン・コミットメントを含め
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なければならない。企業が、その他の資産クラスについてファイナンスド・エミッションを

計算しこれを開示する場合、それらの追加の資産クラスを含めることが、一般目的財務報告

書の利用者に、関連する情報を提供する理由についての説明を含めなければならない。 

B63B 産業別に分解するにあたり、企業は、以下の順序で、次の産業分類システムのうちの1つを用いて

相手方を分類しなければならない。 

(a) 報告日時点で入手可能な最新版の分類システムを反映した「世界産業分類基準」（GICS）の6

桁の産業レベルのコード（企業が、報告日時点で、融資又は投資の活動を分類するために企

業のいずれかの部分においてGICSを用いている場合） 

(b) 企業の全部又は一部について法域又は取引所の要求事項を満たすために気候関連財務情報の

報告について用いる産業分類システム（(a)が適用されず、企業の全部又は企業のいずれかの

部分が、法域の当局又は企業が上場する取引所によって、報告日時点で、融資又は投資の活

動を分類するために当該産業分類システムを用いることを要求されている場合）。企業が複数

の法域又は取引所の要求事項の対象となっていて、そのような目的で複数の産業分類システ

ムを用いている場合には、企業は用いる１つの分類システムを選択しなければならない。 

(c) 企業の全部又は一部について法域又は取引所の要求事項を満たすために財務報告目的で用い

る産業分類システム（(a)から(b)が適用されず、企業の全部又は企業のいずれかの部分が、法

域の当局又は企業が上場する取引所によって、報告日時点で、融資又は投資の活動を分類す

るために当該産業分類システムを用いることを要求されている場合）。企業が複数の法域又は

取引所の要求事項の対象となっていて、そのような目的で複数の産業分類システムを用いて

いる場合には、企業は用いる１つの分類システムを選択しなければならない。 

(d) 企業が一般目的財務報告書の利用者にとって有用な情報をもたらす方法で相手方を産業別に

分類できるようにする産業分類システム（(a)から(c)が適用されない場合） 

B63C 企業はファイナンスド・エミッションの情報を分解するために用いている産業分類システムを開

示しなければならない。企業がこの目的でGICSを用いていない場合、企業は、産業分類システム

の選択の根拠を説明しなければならない。 
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付録C 

発効日及び経過措置 

C1A項及び C1B項を追加する。新規の文言に下線を付している。 

 

発効日 

… 

C1A ［ 年 月］公表の「温室効果ガス排出の開示に対する修正」により、次のとおりとされた。 

(a) 第 29 項(a)(ii)、第 29 項(a)(vi)(2)、B21 項から B22 項、B24 項、B28 項、B59 項、B62 項(a)

及び B63項(a)が修正された。 

(b) 第 29A項、B62A項から B62C項、B63A項から B63C項及び C1A項から C1B項が追加され

た。 

C1B 企業は、［ 年 月 日］以後開始する年次報告期間よりC1A項に列挙した修正を適用しなければ

ならない。早期適用は容認される。企業がこれらの修正を早期に適用する場合、その旨を開示し

なければならない。 
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「SASBスタンダード」の結果的修正 

表 A1 は、修正が提案されている IFRS S2 号の各項を参照している「SASB スタンダード」を列挙している。

IFRS S2 号への参照は、これらの「SASB スタンダード」の技術的プロトコルにおいて行われている。ISSB

は、当該参照を IFRS S2 号の修正と整合させるために必要な「SASB スタンダード」の結果的修正を行うこと

になる。 

 

表 A1 ― 「SASBスタンダード」の結果的修正 

修正の種類 「SASBスタンダード」 開示トピック 

「SASB スタンダード」に含まれている

技術的プロトコルにおける IFRS S2 号の

特定の項への参照の更新 

資産運用及び管理業務 ファイナンスド・エミッション 

商業銀行 ファイナンスド・エミッション 

保険 ファイナンスド・エミッション 
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ISSBによる公開草案「温室効果ガス排出の開示に対する修正」（2025年4月公表）

の承認 

公開草案「温室効果ガス排出の開示に対する修正」は、国際サステナビリティ基準審議会の14名のメン

バー全員により公表が承認された。 
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